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【発表のポイント】 

● 全国の消費者を対象に Web アンケート調査を行い、生物多様性に配慮し

て生産された米の認証ラベルに対する評価を貨幣価値単位で推計 
● 消費者（無作為抽出された回答者）はいくつかの認証ラベルを高く評価 
● 消費者の認証ラベルに対する評価は、認証方法と保全象徴種、またその

組み合わせによって異なることを確認 
● 消費者の評価に基づいて適切に認証ラベルをデザインすることで生物多

様性保全米を差異化、高付加価値化できる可能性を示唆 
● 生物多様性保全と食料安全保障との両立に向けて、本研究は農地の生物

多様性の価値を顕在化し、保全を促進するマーケティング手法の構築に

有益な知見を提供 
 
【概要】 
持続的な食糧生産と生物多様性保全の両立に向けて、生物多様性の価値を農産

物に付加することで、生物多様性に配慮した農業生産を後押しすることが求め

られています。東北大学大学院農学研究科（豆野皓太 助教）、国立環境研究

所、筑波大学、北海道大学の研究グループでは、生物多様性に配慮して生産さ

れた米（保全米）の認証ラベルに対する消費者の評価を支払意志額ⅰに基づい

て推計しました。その結果、ラベルに表示される種を魚類にするか鳥類とする

か、生物多様性への配慮をどのように認証するかにより、保全米の付加価値に

違いが出ることがわかりました（図１）。このような結果は、認証ラベルに対

する消費者の評価に基づいた適切な認証ラベルを用いることで、生物多様性の

価値を顕在化し、保全米を高付加価値化できる可能性を示唆しています。 
本成果は 2022 年 11 月 27 日付で Ecological Economics 誌に掲載されました。 

お米に生物多様性の価値を！ラベル認証で保全を促進 

認証と保全象徴種の明示で生物多様性保全米の差別化の可能性 

国立大学法人東北大学 
国立研究開発法人国立環境研究所 
国立大学法人北海道大学 
国立大学法人筑波大学  

 



 
図１：認証方法と保全象徴種による認証ラベルが産み出す付加価値の違いⅱ 

ⅱ簡単化のため、$1=100 円で計算しています 
農法認証：農法による認証方法です。 
成果認証：保全対象となる生きもの（魚類や鳥類、耕作水田に暮らす

様々な生きもの）の保全状況による認証方法です。 
 



 

 

【詳細な説明】 
■背景・目的 

地域の中で育まれてきた様々な生きものたちやその繋がり（生物多様性）に

配慮した農業は、持続可能な農業生産の実現できる有効な方法であると認めら

れています。そのため、近年生物多様性に配慮した農業生産の更なる発展が期

待されています。しかしながら、生物多様性は市場で取引される価格が存在し

ないため、農業従事者や消費者の意思決定に十分に反映されず、生物多様性に

配慮した農業生産の促進に影を落としてきました。このような状況を踏まえ、

農地における生物多様性の価値を顕在化し、生物多様性に配慮して生産された

農産物の消費を促すために、生物多様性に関連した農産物ラベル（以下、認証

ラベル）が利用されてきました。一方で、どのような認証ラベルが農産物市場

において十分に機能するのか、つまり生物多様性に配慮して生産された農産物

を高付加価値化し消費を促しうるのか、についてはこれまでほとんど分かって

いませんでした。特に、認証ラベルでは、野生生物をラベルのロゴとして表示

することが多々ある（例えば、レインフォレスト・アライアンスの場合のカエ

ル）ものの、このような認証ラベルに表示される野生生物（保全象徴種）によ

る付加価値への影響はわかっていませんでした。また、認証ラベルには、どの

ような方法で生物多様性への配慮を認証しているのかによっていくつかの種類

があるとされていますが、このような認証方法の違いが消費者の認証ラベルに

対する評価に及ぼす影響はわかっていませんでした。 

そこで本研究では、生物多様性に配慮して生産された米（保全米）に着目し、

認証ラベルを通じて顕在化される生物多様性の価値を貨幣価値単位で推計する

とともに、認証方法の違いが付加価値に与える影響を調べました。なお、貨幣

価値単位の推計は、各認証ラベルに対して消費者が最大限支払っても良いと考

える金額に基づいて行いました。 

本研究では、具体的な研究目的として、以下の４つの問いを設定しました。 

1. 認証ラベルに表示される野生生物である保全象徴種が、鳥類（鳥類ラベ

ル）、魚類（魚類ラベル）、または特定の種を設定しない生きもの全体

の場合（全体ラベル）、それぞれの認証ラベルに対して消費者が余計に

多く支払っても良いと考える金額（支払意志額）は異なるのか？ 
2. 生物多様性への配慮に関する認証方法が、農法の変化などアクションに

基づいた認証方法（以下、農法認証）か、生きもの保全状況など保全成

果に基づいた認証方法（以下、成果認証）かによって、認証ラベルに対

する消費者の支払意志額は異なるのか？ 
3. 売上の一部を生きものの保全活動に募金する仕組み（以下、募金制度）

を認証ラベルに導入することが、高付加価値化に寄与するのか？ 



4. 保全象徴種によって、認証方法や募金制度への消費者の好みは変わりう

るのか？ 
 
■手法・結果 

本研究では、環境評価手法の 1 つである選択型実験を用いた Web アンケート調

査を全国の消費者を対象として実施しました。選択型実験とは、回答者に複数

の属性（構成要素）からなる選択肢を提示し、そこから回答者が望ましいと考

えるものを選んでもらうことによって、属性に対する人々の好みを把握するこ

とができる手法です。つまり、回答者には、米に関するこれまでに得られた知

見を基に作成された４つの属性（保全対象種、認証方法、売上の一部を保全活

動に募金する制度の有無、米の金額）から成る仮想的な認証ラベル付きの米を

複数提示し、その中から望ましい米を選択してもらいました（図２）。得られ

た回答を統計分析することで、消費者の保全米の認証ラベルに対する潜在的な

需要を定量的に推計しました。なお本研究では、認証がなく特定の種を設定し

ない生きもの全体が保全象徴種であると表示する、つまり認証なしの全体ラベ

ルに対する支払意志額を基準（０円）とした上で、各認証ラベルに対する支払

意志額、つまり付加価値を計算しています。そのため、認証ラベルによっては

負値の支払意志額となりますが、これは認証がない全体ラベルに比べてどのく

らい低い支払意志額であったかを表しています。 

本研究の調査対象者は調査会社に登録する日本全国モニターから日本の人口構

成（性別、年代）を反映するように 20 代から 60 代を抽出して参加を呼びかけ

1114 人から有効回答を得ました。分析には得られた回答の中から回答時間が極

端に短い 80 人を除いた 1034 人の回答を使用しました。回答者に関して、過去

に保全米を購入したことがあると答えた人数は回答者の約 5.5%である 57 人

で、85%以上の回答者は保全米の購入経験はありませんでした。 

 
 

 
図 2. 選択型実験の例 

 



 
結果として、認証ラベルに対する消費者の評価は保全象徴種によって大きく異

なることがわかりました。また、認証ラベルに対する消費者の支払意志額は、

平均的に農法認証で約 360 円、成果認証で約 385 円であり、認証方法による消

費者の支払意志額には大きな違いはない結果となりました。また、募金制度が

認証ラベルに組み込まれている米には、組み込まれていない米に比べて約 640
円多く支払っても良いと消費者が考えていることもわかりました。 

さらに、保全象徴種によって認証方法に対する消費者の好みは異なることがわ

かりました。具体的には、魚類ラベルでは成果認証と組み合わせた場合に、認

証ラベルに対する消費者の支払意志額がより高くなる一方で、鳥類ラベルでは

成果認証よりも農法認証と組み合わせた認証ラベルの方が、消費者からの評価

が高い結果となりました（表１）。また、募金制度に対する評価に関しては、

保全象徴種によって統計的に有意な差異は見られませんでした。 

 
表１.各認証ラベルに対する支払意志額（平均値）ⅲ 

 平均支払意志額 （円） 

認証方法 
保全象徴種 

全体ラベル 魚類ラベル 鳥類ラベル 
農法認証 360 円 –64.5 円 865 円 
成果認証 385 円 398 円 595 円 
認証なし＋募金制度 639 円 –218 円 323 円 
認証なし 0 (基準値) –838 円 –98.8 円 

ⅲ負値は、認証がない全体ラベルに対する支払意志額と比較して、消費

者の支払意志額がどれだけ低いかを表しています。たとえば、「認証が

ない全体ラベルが付いている生物多様性に配慮して生産された米（保全

米）を 3000 円で購入しても良いと考える消費者は、農法認証の魚類ラベ

ルが付いている保全米の場合には、64.5 円安い 2935 円で購入しても良い

と考える」ということを表しています。 
 
本研究の結果は、消費者の好みに基づいて認証ラベルをデザインすることの重

要性を示しています。たとえば、魚類を保全象徴種とした認証ラベルにおいて

農法認証を適用すると成果認証を適用した時と比べて付加価値は約 460 円低く

なってしまいます。一方、鳥類を保全象徴種とした認証ラベルにおいて農法認

証を適用すると成果認証を適用した時と比べて付加価値を約 270 円高くするこ

とができます。したがって、保全米により高い付加価値を付与するためには、

保全象徴種、つまり認証ラベルに表示される野生生物の種類ごとに異なる認証

方法に対する消費者の好みを把握し、適切な認証ラベルをデザインする必要が

あります。 



また、本研究は、日本の農地における生物多様性保全の促進に向けた認証ラベ

ルの新たな可能性も示しています。日本の認証ラベルは、トキやコウノトリな

どの特定の希少種を使ったラベルが主流です。しかし、本研究では、消費者は

特定の保全象徴種を含まない認証ラベルを好む傾向が強いことがわかりまし

た。したがって、特定の保全象徴種が存在しないような地域においても農地の

生物多様性の価値は高く、認証ラベルを用いることで生物多様性に配慮した農

産物に高い付加価値を付与できる可能性が示唆されます。 

本研究の成果が、農地の生物多様性の価値を見える化し、生物多様性に配慮し

て生産された農産物の差異化・高付加価値化を後押しすることで生物多様性保

全を促進するマーケティング手法の構築の一助となれば幸いです。 

 
■今後の展望 

本研究では、Web アンケート調査を用いて人々の認識に基づいた保全米の認証

ラベルに対する評価を行いました。しかし近年の研究において、人々の認識と

実際の行動には少なからず乖離があることが明らかになっています。今後の研

究では、実際の購買行動に基づいた保全米の認証ラベルの評価を検討していく

必要があると考えています。 

 
■研究助成 

本研究は、JSPS KAKENHI Grant Numbers JP19H03095, JP22K18063, 日本学術振

興会（海外特別研究員制度）の支援を受けて実施されました。 

 
■用語解説 
ⅰ支払意志額：モノやサービスに対して消費者が支払ってもよいと考える金額。

本研究の場合は、それぞれの認証ラベルの付いたお米に対して消費者が余計に

多く支払っても良いと考える金額を指します。 
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